


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(34) 坂本武憲『民法判例百選I 総則・物権(第4版)j155貰は， I下請人と
注文者との聞で所有権帰属が問題となる時には，注文者が元請負人との元
請負契約で建物や建前(出来形)の所有権を自己に帰属させる特約をして
いる場合に下請負人はそれに拘束されるかが問題となりえた。(中略)この
判決はかかる拘束性の絞拠を元請負契約と下請契約の性質・関係に求めて
いるが，この理由付けからは今後この領域で暗黙の合意の推認などの方法
により246条2項にかかわらない解決が増えることも予想しうる。」と指摘
している。
(35) 鎌田薫「建築工事の一括下請と建物所有権の帰属J(判タ522号96頁)は，
「このような事案においては，実質的には. yとXのいずれがより厚く保護
されるべきか，あるいは，元請人の倒産による不利益を注文者と下請人の
いずれが負担すべきか，が問われているのであって， y (筆者注:注文者)
の権利取得の有無を. XA問での所有権帰属をめぐる議論から演縛して事
足れりとするのは.実質的価値判断を形式論理の背後に押しゃることにも
なり.適切とはいいがたい」と指摘している。
(36) 鎌田・前掲101頁
(37) 鎌田・前掲9頁。大橋弘『平成5年度最高裁判例解説.1908頁なども同旨。
(38) 鎌田・前掲101頁，加藤雅信「評釈J判タ707号70頁，湯浅道男『平成5
年度重要判例解説.189頁など。なお，ここでの「履行補助者的立場」とは，
下請契約の派生性あるいは従属性を表現するレトリックにすぎず，厳密な
意味での履行補助者概念を援用したものではない(古川慎一『民事法m.l
(2005年， 日本評論社)198貰などを参照)。
(39) 鎌田・前掲101頁，武川幸嗣「請負契約における所有権の帰属Jr民事法m.l
(2005年，日本評論社)190頁など。
(40) 山口和男=太田剛彦「建築請負契約における完成建物の所有権の帰属J
判タ610号20頁
-119一
t科大学院論集第9号
(41) 坂本武憲「建物建設請負契約における出来形部分の所有権帰属Jr民法の
基本判例(第二版H158頁
(42) 坂本・前掲158頁
(43) 坂本・前掲158頁
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